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令和２年度指導監査実施状況等について 

 
１ 令和２年度実施結果 

（１）所管対象法人・事業（所）数、実施数等 

        （単位：か所） 

区               分 指導周期 所管数 実施数 

1 社会福祉法人 
原則として、3

年に 1 回 
57 10 

2 施設 

保護 救護施設 

原則として、 

3 年に 1 回 

1  

老人 
養護老人ホーム、特別養護老人ホーム（地域密着型含む）、   

軽費老人ホーム（A 型・ケアハウス） 
50  

介護 介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院 30  

障害 障害者支援施設、身体障害者社会参加支援施設 13  

児童 母子生活支援施設 毎年 1 １ 

3 事業

所 

介護

（介護 

予防、

総合 

事業含

む） 

(1) 訪問介護、訪問入浴介護 

 原則として、

4 年に 1 回

（社会福祉法

人及び医療  

法人が運営

するものは、

原則として、３

年に 1 回） 

247 30 

(2) 通所介護、地域密着型通所介護 383  

(3) 短期入所生活介護 102  

(4) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護 6  

(5) 認知症対応型共同生活介護、認知症対応型通所介護 133  

(6) 小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護 54  

(7) 訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導 76  

(8) 通所リハビリテーション 14  

(9) 短期入所療養介護 16  

(10) 特定施設入所者生活介護 10  

(11) 福祉用具貸与、特定福祉用具販売 145 24 

(12) 居宅介護支援、介護予防支援 172 6 

障害 

（1）障害福祉サービス事業所 

 原則として、

3 年に 1 回 

439 23 

（2）基準該当障害福祉サービス事業所 24  

（３）障害児通所支援事業所 95 16 

有料老人ホーム 適宜 37  

児童 

（1）保育所 毎年 2 2 

（2）幼保連携型認定こども園 
原則として 2

年に 1 回 
59 31 

（3）保育所型認定こども園 
 毎年 

1 1 

（4）地域型保育事業 8 8 

4 実施

機関 
長寿福祉課、こども支援課、こども育成健康課  毎年 3 3 

合計   2,178 155 
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（２）実地指導体制、実地指導日数・事業（所）数等 

 ① 指導監査課体制 課長ほか職員４名（計５名） 
② 56 日、155 事業等（社会福祉法人・施設・事業所・実施機関） 
 

（３）指導監査重点事項 

＜介護保険施設・事業所＞ 

①ケアプランが利用者の課題等を踏まえ、必要なサービスを提供する内容に

なっているか。 

②ケアプランに基づく個別介護計画が適切に作成され、それに沿ってサービ

スが提供されているか。 

③届け出た加算等について報酬基準等に基づいた運営が適切に実施されてい

るか。 

④高齢者虐待防止、身体拘束適正化に向けた取組みがなされているか。 

⑤ヒヤリハット・事故の防止、苦情処理対応などの取り組みが適切か。  

⑥非常災害等を想定した防災計画が策定され、訓練を実施しているか。 

 

２ 指摘及び指導事項の主なもの（令和元年度及び令和 2年度実施分） 

（１）運営に関する基準（各サービス共通事項） 

 ※ 令和 3 年度より、押印を求める手続きの見直し、電磁的方法の活用等により、事業

者等は、交付、説明、同意、承諾、締結等について、事前に利用者又はその家族等

の承諾を得た上で、国の定める基準に従い電磁的方法によることができますが、後

で利用者等とトラブルにならないよう、取り扱いには十分注意してください。 

 

ア．人員、職員配置に関すること 

○ 人員配置基準上、必要とされる人員が配置されていない。 

＊ 人員配置基準を満たしているか、常に確認を行ってください。特に、職員

の異動がある場合等、体制に変更があった場合は注意してください。    

 

○ 管理者及びサービス提供責任者のタイムカード又は出勤簿等がなく勤務実

態が確認できなかった。 
＊ 勤務実態が把握できる記録がないと、人員基準を満たしていることを確認

できません。従業者全員について、勤務実態が把握できる記録を整備して

ください。 
 

○ 管理者が非常勤で、同一敷地内等以外の事業所の管理者又は従業者を兼務

している（訪問介護）。 
＊ 管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事

しなければなりません。管理者が他の職務を兼ねることができるのは、当
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該事業所の従業者としての職務に従事する場合や、同一敷地内にある他の

事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合であっ

て、当該事業所の管理業務に支障がないと認められる場合など、一定の要

件を満たす場合のみ兼務することが可能ですので注意してください。 
 

○ 事業所の管理者が変更されていたが、富山市へ届出していない。 
＊ 事業所の管理者や運営規程等に変更があった場合は富山市への届出が必要

です。 
 

○ 同一法人で複数の事業所が存在する場合、従業者の勤務表や勤務時間の実

績が、事業所ごとに明確に区分されていない。 

＊ 利用者に対し適切な支援やサービスが提供できるよう、また、事業ごとに

人員基準等を遵守していることがわかるよう、事業所ごとに勤務の体制を

定めてください。原則として月ごとに勤務表を作成し、従業者の日々の勤

務時間、兼務関係を明確にし、勤務の実績を正確に記録してください。 

 

○ 通所介護サービス事業所において、運営主体との雇用契約上は常勤である

職員が配置されているが、併設のサービス付き高齢者向け住宅や介護サービ

ス事業所の従業者と兼務しており、常勤の生活相談員又は介護職員が 1 人以

上配置されていない。 
＊ 人員基準における「常勤」とは、当該事業所における勤務時間が、当該事

業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達してい

ることをいいます。法人との雇用契約上は常勤の職員であっても、他の施

設等の業務を兼務することにより、当該事業所における勤務時間数が常勤

の従業者が勤務すべき時間数に達していない場合は、人員基準の常勤要件

を満たさないことになりますので、注意してください。 

 
○ 認知症対応型サービス事業の代表者が変更となる際、定められた研修を修

了していない者が代表者になっていた（小規模多機能型居宅介護、認知症対

応型共同生活介護、看護小規模多機能型居宅介護）。 

＊ 認知症対応型サービス事業の代表者は、厚生労働大臣が定める研修（認知

症対応型サービス事業開設者研修）を修了した者を代表者としなければな

りません。なお、指定を受けた後、代表者を変更する場合は、代表者交代

時に認知症対応型サービス事業開設者研修が開催されていないことにより

当該研修を修了していない場合は、代表者交代の半年後又は次回の研修日

程のいずれか早い日までに、当該研修を修了することで差支えありませ

ん。 

 

イ．サービスの利用開始の手続き等に関すること 

○ 居宅介護支援の業務が適切に行われていない（居宅介護支援事業所）。 
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指定居宅介護支援の提供に際し、あらかじめ利用者に対して、「利用者は

複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求めることができること」及び

「利用者は居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選

定理由の説明を求めることができること」について、文書を交付して説明

を行っていない。 

＊ 居宅介護支援の業務が適切に行われない場合として、運営基準減算（所定

単位数の 50/100 に相当する単位の算定。また運営基準減算が 2月以上継続

している場合は、所定単位数は算定できません。）となります。重要事項説

明書等に明記し、文書の交付に加えて懇切丁寧な説明を行い、それを理解し

たことについて必ず利用申込者から署名をもらってください。 

   なお、令和 3年度より、「前６月間に当該指定居宅介護支援事業所におい

て作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用

具貸与及び地域密着型通所介護（以下「訪問介護等」という。）がそれぞれ

位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居

宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪

問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密

着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合（上位３位まで）

等」について、十分な説明が必要となります。当該事項についても、利用申

込者に文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行うとともに、それを

理解したことについて利用者から署名を得ていない場合は運営基準減算の対

象となりますので注意してください。 

 

ウ．利用者負担額の受領、給付費の通知に関すること 

○ 法定代理受領サービスで、利用者から利用料の一部を受領していない。 
＊ 法定代理受領サービスに該当するサービスを提供した際には、利用者から

法令に定められた利用料の一部を受領してください。 
 

○ 利用者から利用料の支払いを受けた際、利用者に領収証を交付していな

い。 
＊ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスその他のサービスの提供

に要した費用につき、その支払を受ける際、領収証を交付しなければなら

ないので、利用料の支払いを受けた全利用者に交付してください。なお、

その領収証は保険給付に係る利用者負担部分と保険給付対象外のサービス

部分（個別の費用ごとに明記したもの）に分けて記載する必要があるので

留意してください。 
 

○ 認知症対応型共同生活介護において、入居一時金として、退居時に返還さ

れない「権利金」を受領していた（認知症対応型共同生活介護）。 

＊ 家賃、敷金、日常生活上必要な便宜の供与の対価（介護報酬、実費負担）

以外の権利金（入居一時金、入会金など）は受領できません。 
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エ．個別サービス計画等の作成に関すること 

○ 個別サービス計画が未作成のままサービス提供されている。 
＊ 居宅サービス計画の内容に沿って、個別サービス計画を作成し、その内容

について利用者又はその家族に対して説明を行い、利用者等の同意を得

て、その計画を利用者等に交付してください。また、実施状況の把握を行

ってください。 
 

○ 個別サービス計画作成に係る一連の手続き（アセスメント、サービス担当

者会議への出席、利用者への説明・同意・交付、モニタリング、計画の見

直し等）が適切に行われていない。 
＊ サービスの提供は、一連の手続きを経て作成された個別サービス計画に基

づき、適切に行わなければなりません。モニタリング等を踏まえ、サービス

の内容を変更する必要が生じた場合は、必ず個別サービス計画の見直しを行

ってください。 
 

○ サービスの提供にあたっては、利用者の心身の状況を的確に把握する必要

があるが、記録として確認できない利用者が見受けられた。 

＊ 常に利用者の心身の状況、置かれている環境その他の状況の把握に努め、

記録を残してください。 

 

○ 施設サービス計画の作成及び変更に当たり、サービス担当者会議の開催又

は担当者等に対する照会等を行ったことがわかる記録を残していない（施設

サービス）。 

＊ 計画担当介護支援専門員は、サービス担当者会議の開催又は意見照会によ

り医師、生活相談員、介護職員、看護職員、機能訓練指導員等の他の担当者

から、専門的な見地からの意見を求めることとされていますので、会議の開

催又は意見照会を行ったことや意見の内容等がわかる記録を残してくださ

い。 

 

○ 訪問介護計画は、サービス提供責任者が作成することとされているが、サ

ービス提供責任者ではない者が作成者として記載されている（訪問介

護）。 
＊ サービス提供責任者が、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえ

て、訪問介護計画を作成してください。 
 

○ 福祉用具貸与計画については、福祉用具専門相談員が作成することになっ

ているが、福祉用具専門相談員以外の者が作成していた（福祉用具貸与）。 
＊ 福祉用具専門相談員が、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえ

て、福祉用具貸与計画を作成してください。 
  
○ 訪問介護計画の所要時間が明記されていない（訪問介護）。 
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＊ 訪問介護の所要時間については、訪問介護計画に位置付けられた内容のサ

ービスを行うのに要する標準的な時間を「所要時間」として所定単位数を

算定することから、訪問介護計画にはサービス内容とその所要時間の関係

を明確に記載してください。 
 
○ 居宅サービス計画に医療系サービスを位置付ける場合は、意見を求めた主

治の医師等に居宅サービス計画を交付しなくてはならないが、交付してい

ない（居宅介護支援）。 

＊ 居宅サービス計画に医療系サービスを位置付ける場合は、意見を求めた主

治の医師等に計画を交付し、交付したことについて記録を残してくださ

い。 

 

オ．その他の運営基準等 

○ 職員の在職中及び退職後において、正当な理由がなく、その業務上知り得

た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講じて

いない。 

＊ 職員に秘密保持の誓約書を提出させるなど、必要な措置を講じてくださ

い。 

 

○ 利用者又はその家族の個人情報を事業所外部で用いる場合の同意を得てい

ない。 
＊ サービス担当者会議等、事業所外部において利用者の個人情報を用いる場

合は当該利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族

の同意を、あらかじめ、文書により得てください。 
 

○ 介護職員の研修計画や研修の実施状況が確認できない。 
＊ 職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実

施または研修の機会を確保してください。 
 

○サービス提供により利用者が医療機関に受診した事故など、富山市等に報告

が必要な事故について、報告されていなかった。 

＊ 事業者は、サービス提供中に、富山市等に報告が必要な事故が発生した場

合は、利用者の属する保険者と富山市に報告が必要ですので、速やかに報告

を行ってください。なお、報告が必要な事故については、「介護保険事業者

における事故発生時等の報告取扱い要領」（富山市 HP に掲載）を参照して

ください。 

 

○ 苦情の記録簿等が作成されていない。 
＊ 苦情が発生した場合は、組織として迅速かつ適切に対応するため、苦情の

受付日、内容等を必ず記録してください。また、苦情がサービスの質の向

上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、

サービスの質の向上に向けた取組を行ってください。 
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○ 非常災害に備えるための計画が作成されていない。又は避難訓練が実施さ

れていない。 

＊ 非常災害に備えるため、非常災害に関する具体的計画を立て、従業者に周

知を行ってください。「非常災害に関する具体的計画」とは、消防計画及

び風水害、地震等の災害に対処するための計画のことをいいますので、火

災等を想定した消防計画だけではなく、想定される自然災害に対処するた

めの計画も作成してください。 

＊ また、定期的に避難、救出その他必要な訓練を実施してください。さら

に、地域と連携した災害対策を推進するために、訓練の実施に当たって

は、地域住民の参加が得られるよう連携に努めてください。 

 

○ 地域密着型通所介護において、利用定員を超えてサービスの提供が行われ

ている日が見受けられた。 

＊災害その他やむを得ない事情がある場合を除き、利用定員は遵守してくだ

さい。 

 

○ 機能訓練室の一部を静養室として使用しているなど、富山市への届出と異

なる実態があった。 

＊ 施設の用途変更があった場合は富山市への届出が必要であるため、速やか

に変更届出書を提出してください。 

 

○ 福祉用具の保管・消毒の業務を委託等により他の事業者に行わせている

が、受託者により当該業務が運営基準に従って適切に行われていることを定

期的に確認していなかった（福祉用具貸与）。 
＊ 福祉用具の保管又は消毒を委託等により他の事業者に行わせる場合は、当

該事業者の業務の実施状況について定期的に確認し、その結果等を記録し

てください。 
 
○ 福祉用具貸与の利用に際し、利用者への全国平均貸与価格に関する情報提

供が行われていなかった（福祉用具貸与）。 
＊ 福祉用具貸与にあたっては、目録等文書を示して全国平均貸与価格に関す

る情報を提供し、個別の福祉用具貸与に係る同意を得てください。 
 

○ 施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検

討する委員会を開催していなかった（施設サービス）。 

＊ おおむね 3月に 1回以上感染症及び食中毒まん延の防止のための対策を検

討する委員会をおおむね 3月に 1回以上開催し、その結果を職員に周知徹底

してください。 

＊ 令和 3年度より、施設サービスについては、現行の①委員会の開催、②指

針の整備、③研修の実施等に加え、④訓練の実施について、運営基準に位置

付けられます（訓練の実施については、令和 6年 3月 31 日までの経過措置
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があります）。また、施設サービス以外のサービスについても、①委員会の

開催、②指針の整備、③研修の実施、④訓練の実施について、新たに運営基

準に位置付けられますので、準備を進めてください（令和 6年 3月 31 日ま

での経過措置があります）。 

 

○ 施設における事故発生の防止のための検討委員会を開催する必要がある

が、開催していなかった（施設サービス）。 

＊ 事故の発生又はその再発を防止するため、速やかに事故発生防止のための

検討委員会を開催してください。 

＊ 令和 3年度より、現行の①指針の整備、②事故が発生した場合等における

報告と、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制の整備、③委

員会の開催と従業者に対する研修の定期的な実施に加え、④取り組みを適切

に実施するための担当者を置くことが求められます。また、①～④の措置を

適切に講じていない場合は、基本報酬が減算となりますので、速やかに体制

を整備してください（令和 3年 9月 30 日までの経過措置があります）。 

 

○ 身体的拘束等の適正化を図るための措置を講じていない（施設サービス、

共同生活援助等）。 

＊ 身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じてください。 

 ① 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以

上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に

周知徹底を図ること。 

 ② 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

 ③ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修

を定期的に（年 2回以上）実施すること。 

①～③の措置が適切に行われていない場合、減算の該当となります。 

 
○ 運営推進会議が基準どおりの頻度で開催されていない（地域密着型サービ

ス）。 
＊ 地域密着型サービスの提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住

民の代表者、区域を管轄する地域包括支援センターの職員その他の知見を有

する者等により構成される運営推進会議を設置し、おおむね 2箇月に 1回以

上(地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護はおおむね 6月に 1回以

上)、運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受

けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けてく

ださい。 

＊ また、運営推進会議の開催に当たっては、利用者本人又は家族からの意見

を広く聴取できる方法を工夫するとともに、会議の記録を作成して公表して

ください。 
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○ 認知症対応型共同生活介護事業者は、自己評価及び外部評価を実施し、そ

れらの結果を公表しなくてはならないが公表していなかった（認知症対応

型共同生活介護）。 

＊ 評価の結果について、入所者及びその家族に提供するほか、事業所内の見

やすい場所に掲示する、ホームページを活用するなどの方法により、公表し

てください。 

令和 3年度より、認知症対応型共同生活介護の外部評価について、自己評

価を運営推進会議に報告し、評価を受ける仕組みが制度的に位置付けられ、

当該「運営推進会議による評価」と「既存の外部評価」のいずれかから「第

三者による外部評価」を受けることとなります。事業所で、運営推進会議に

よる評価と既存の外部評価いずれかを選択して第三者による外部評価を受

け、その結果を公表してください。 

 

（２）給付費の算定及び取扱い 

○ 特定事業所集中減算（居宅介護支援） 

 ・特定事業所集中減算の適用漏れがあった。 

 ・定められた書類を作成していなかった。 

＊ 正当な理由なく、前６月間に作成した居宅サービス計画のうち、訪問介護

サービス等（訪問介護、通所介護、福祉用具貸与又は地域密着型通所介

護）同一の訪問介護サービス等に係る事業者によって提供されたものの占

める割合が１００分の８０を超えている場合は、１月につき２００単位を

所定単位数から減算してください。また、割合は事業所単位ではなく、事

業者（法人）単位で算出することに、留意してください。 

＊ 割合が 100 分の 80 を超える場合であっても、地域にサービス事業所が少

数である場合等正当な理由がある場合は、当該理由を富山市に提出し、減

算に該当するか否かの判断を求めてください。 

＊ 定められた書類は、全ての居宅介護支援事業者において作成してください

（割合が 100 分の 80 を超えない場合も作成が必要です）。算定の結果、割

合が 100 分の 80 を超えた場合は、定められた期日までに書類を富山市に提

出してください。 

 

○ 初回加算（居宅介護支援） 

 ・初回加算の算定に誤りがあった。 

＊ 運営基準減算に該当している場合は、初回加算を算定することはできませ

ん。 

 

○ 同一建物減算（訪問介護） 
 ・同一建物減算の適用漏れがあった。 
＊ 同一敷地内建物等に居住する利用者（当該事業所における１月当たりの利

用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物に居住する利用者を除

く。）又は当該事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に２０人以

上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者に対してサ
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ービスを行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の９０に相当する

単位数を算定し、当該事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物

等に５０人以上居住する建物に居住する利用者に対してサービスを行った場

合は、１回につき所定単位数の１００分の８５に相当する単位数を算定して

ください。 

 
○ 特定事業所加算（訪問介護） 
・計画的な研修の実施（訪問介護員等について個別具体的な研修の目標、内

容、研修期間、実施時期等を定めた計画を策定し実施すること）が行われて

いない。 
＊ 特定事業所加算の算定に当たっては、当該事業所におけるサービス従事者

の資質向上のための研修内容の全体像と研修実施のための勤務体制の確保を

定めるとともに、登録型の訪問介護員等を含む全ての訪問介護員等（登録特

定事業所加算（Ⅳ）の場合は、サービス提供責任者）ごとに、個別具体的な

研修の目標、内容、研修期間、実施時期等を定めた計画を策定し、当該計画

に従い、研修（外部における研修を含む。）を実施又は実施を予定している

ことが必要です。 
また、特定事業所加算には複数の算定要件がありますので、すべての算定

要件を満たしているか定期的に確認を行い、要件を満たさなくなった場合

は、速やかに富山市へ届出を行ってください。 
なお、令和 3 年度報酬改定により、勤続年数が一定期間以上の割合を要件と

する新たな区分（特定事業所加算（Ⅴ））が設けられますので、ご確認くだ

さい。 
 

○ ２人の訪問介護職員等による訪問介護（訪問介護） 
・２人の訪問介護職員等により訪問介護を行うことについて利用者又はその家

族等の同意を得ていない。又は、２人で訪問していることが記録から確認で

きない。 

＊ 当該加算の要件は、２人の訪問介護職員等により訪問介護を行うことにつ

いて利用者又はその家族等の同意を得ている場合であって、次のいずれかに

該当するときです。 
イ 利用者の身体的理由により１人の訪問介護員等による介護が困難と認め

られる場合 
ロ 暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合 
ハ その他利用者の状況等から判断して、イ又はロに準ずると認められる場

合 
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令和３年度４月介護報酬改定等に関する説明会資料（富山市） 

 

(1) 「富山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例」等の一部改正について 

「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省

令」の公布に伴い、関係条例について所要の改正を行います。 

    条例本数：11 本               【施行日：R3.4.1（一部除く）】 

№ 条例の名称 主な改正の概要 

1 

富山市指定居宅サ
ービス等の事業の
人員、設備及び運営
に関する基準等を
定める条例 

① 感染症対策の強化 
  指定居宅サービス事業者は、感染症の発生及びまん延を防止するた
め、必要な措置を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月
31 日までの経過措置あり】 

② 業務継続に向けた取組の強化 
  指定居宅サービス事業者は、感染症や災害が発生した場合において
も必要なサービスを継続して提供することができる体制を構築する
ため、業務継続計画を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置
を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経過
措置あり】 

③ ハラスメント対策の強化 
  指定居宅サービスは事業者は、ハラスメントにより従業者の就業環
境が害されることのないよう必要な措置を講じなければならないこ
ととする。 

④ 虐待防止の取組の強化 
  指定居宅サービス事業者は、虐待の発生を防止するため、必要な措
置を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経
過措置あり】 

⑤ 会議等における情報通信機器の活用 
  指定居宅サービス事業者は、実施が求められる会議等について、テ
レビ電話等の情報通信機器を活用して行うことができることとする。 

2 

富山市指定地域密
着型サービスの事
業の人員、設備及び
運営に関する基準
等を定める条例 

① 感染症対策の強化 
  指定地域密着型サービス事業者は、感染症の発生及びまん延を防止
するため、必要な措置を講じなければならないこととする。【令和 6
年 3 月 31 日までの経過措置あり】 

② 業務継続に向けた取組の強化 
  指定地域密着型サービス事業者は、感染症や災害が発生した場合に
おいても必要なサービスを継続して提供することができる体制を構
築するため、業務継続計画を策定し、当該業務継続計画に従って必要
な措置を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日まで
の経過措置あり】 

③ ハラスメント対策の強化 
  指定地域密着型サービス事業者は、ハラスメントにより従業者の就
業環境が害されることのないよう必要な措置を講じなければならな
いこととする。 

④ 虐待防止の取組の強化 
  指定地域密着型サービス事業者は、虐待の発生を防止するため、必
要な措置を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日ま
での経過措置あり】 

⑤ 会議等における情報通信機器の活用 
  指定地域密着型サービス事業者は、実施が求められる会議等につい
て、テレビ電話等の情報通信機器を活用して行うことができることと
する。 
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3 

富山市指定居宅介
護支援等の事業の
人員及び運営に関
する基準等を定め
る条例 

① 管理者要件の改正 
  主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等のやむを得ない
理由がある場合には、主任介護支援専門員以外の介護支援専門員を管
理者とすることができることとする。（別途「管理者確保のための計
画書」の提出が必要） 

② 生活援助の訪問回数が多い利用者等への対応 
  その事業所において作成されるケアプランについて、サービス費の
総額が居宅介護サービス費等区分支給限度基準額に占める割合が高
く、かつ、訪問介護が利用サービスの大部分を占める場合には、市町
村からの求めに応じ、ケアプランの検証及び市町村への届出を行わな
ければならないこととする。（令和 3 年 10 月 1 日施行） 

③ 感染症対策の強化 
  指定居宅介護支援事業者は、感染症の発生及びまん延を防止するた
め、必要な措置を講じなければならない。【令和 6 年 3 月 31 日までの
経過措置あり】 

④ 業務継続に向けた取組の強化 
  指定居宅介護支援事業者は、感染症や災害が発生した場合において
も必要なサービスを継続して提供することができる体制を構築する
ため、業務継続計画を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置
を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経過
措置あり】 

⑤ ハラスメント対策の強化 
  指定居宅介護支援事業者は、ハラスメントにより従業者の就業環境
が害されることのないよう必要な措置を講じなければならない。 

⑥ 虐待防止の取組の強化 
  指定居宅介護支援事業者は、虐待の発生を防止するため、必要な措
置を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経
過措置あり】 

⑦ 会議等における情報通信機器の活用 
  指定居宅介護支援事業者は、実施が求められる会議等について、テ
レビ電話等の情報通信機器を活用して行うことができることとする。 

⑧ 管理者要件の緩和 
  令和 3年 3月 31 日現在において主任介護支援専門員でない者が管
理者である居宅介護支援事業所については、当該者が管理者である間
に限り、管理者を主任介護支援専門員とする要件の適用を令和 9年 3
月 31 日まで猶予するものとする。（条例公布の日から施行） 

4 

富山市指定介護予
防サービス等の事
業の人員、設備及び
運営並びに指定介
護予防サービス等
に係る介護予防の
ための効果的な支
援の方法に関する
基準等を定める条
例 

① 感染症対策の強化 
  指定介護予防サービス事業者は、感染症の発生及びまん延を防止す
るため、必要な措置を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3
月 31 日までの経過措置あり】 

② 業務継続に向けた取組の強化 
  指定介護予防サービス事業者は、感染症や災害が発生した場合にお
いても必要なサービスを継続して提供することができる体制を構築
するため、業務継続計画を策定し、当該業務継続計画に従って必要な
措置を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの
経過措置あり】 

③ ハラスメント対策の強化 
  指定介護予防サービス事業者は、ハラスメントにより従業者の就業
環境が害されることのないよう必要な措置を講じなければならない。 

④ 虐待防止の取組の強化 
  指定介護予防サービス事業者は、虐待の発生を防止するため、必要
な措置を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日まで
の経過措置あり】 

⑤ 会議等における情報通信機器の活用 
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  指定介護予防サービス事業者は、実施が求められる会議等につい
て、テレビ電話等の情報通信機器を活用して行うことができることと
する。 

5 

富山市指定地域密
着型介護予防サー
ビスの事業の人員、
設備及び運営並び
に指定地域密着型
介護予防サービス
に係る介護予防の
ための効果的な支
援の方法に関する
基準等を定める条
例 

① 感染症対策の強化 
  指定地域密着型介護予防サービス事業者は、感染症の発生及びまん
延を防止するため、必要な措置を講じなければならないこととする。
【令和 6 年 3 月 31 日までの経過措置あり】 

② 業務継続に向けた取組の強化 
  指定地域密着型介護予防サービス事業者は、感染症や災害が発生し
た場合においても必要なサービスを継続して提供することができる
体制を構築するため、業務継続計画を策定し、当該業務継続計画に従
って必要な措置を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月
31 日までの経過措置あり】 

③ ハラスメント対策の強化 
  指定地域密着型介護予防サービス事業者は、ハラスメントにより従
業者の就業環境が害されることのないよう必要な措置を講じなけれ
ばならないこととする。 

④ 虐待防止の取組の強化 
  指定地域密着型介護予防サービス事業者は、虐待の発生を防止する
ため、必要な措置を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3
月 31 日までの経過措置あり】 

⑤ 会議等における情報通信機器の活用 
  指定地域密着型介護予防サービス事業者は、実施が求められる会議
等について、テレビ電話等の情報通信機器を活用して行うことができ
ることとする。 

6 

富山市指定介護予
防支援等の事業の
人員及び運営並び
に指定介護予防支
援等に係る介護予
防のための効果的
な支援の方法に関
する基準等を定め
る条例 

① 感染症対策の強化 
  指定介護予防支援業者は、感染症の発生及びまん延を防止するた
め、必要な措置を講じなければならない。【令和 6 年 3 月 31 日までの
経過措置あり】 

② 業務継続に向けた取組の強化 
  指定介護予防支援業者は、感染症や災害が発生した場合においても
必要なサービスを継続して提供することができる体制を構築するた
め、業務継続計画を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を
講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経過措
置あり】 

③ ハラスメント対策の強化 
  指定介護予防支援業者は、ハラスメントにより従業者の就業環境が
害されることのないよう必要な措置を講じなければならない。 

④ 虐待防止の取組の強化 
  指定介護予防支援業者は、虐待の発生を防止するため、必要な措置
を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経過
措置あり】 

⑤ 会議等における情報通信機器の活用 
  指定介護予防支援業者は、実施が求められる会議等について、テレ
ビ電話等の情報通信機器を活用して行うことができることとする。 

７ 

富山市特別養護老
人ホームの設備及
び運営に関する基
準を定める条例 
 

① 業務継続に向けた取組の強化 
  特別養護老人ホームは、感染症や災害が発生した場合においても必
要なサービスを継続して提供することができる体制を構築するため、
業務継続計画を作成し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じ
なければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経過措置あ
り】 

② ハラスメント対策の強化 
  特別養護老人ホームは、ハラスメントにより従業者の就業環境が害
されることがないよう必要な措置を講じなければならないこととす
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る。 
③ 虐待防止の取組の強化 
  特別養護老人ホームは、虐待の発生を防止するため、必要な措置を
講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経過措
置あり】 

④ 会議等における情報通信機器の活用 
特別養護老人ホームは、実施が求められる会議等について、テレビ

電話等の情報通信機器を活用して行うことができることとする。 

８ 

富山市指定介護老
人福祉施設の人員、
設備及び運営に関
する基準等を定め
る条例 
 

① 感染症対策の強化 
  指定介護老人福祉施設は、感染症の発生及びまん延を防止するた
め、必要な措置を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月
31 日までの経過措置あり】 

② 業務継続に向けた取組の強化 
  指定介護老人福祉施設は、感染症や災害が発生した場合においても
必要なサービスを継続して提供することができる体制を構築するた
め、業務継続計画を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を
講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経過措
置あり】 

③ ハラスメント対策の強化 
  指定介護老人福祉施設は、ハラスメントにより従業者の就業環境が
害されることのないよう必要な措置を講じなければならないことと
する。 

④ 虐待防止の取組みの強化 
  指定介護老人福祉施設は、虐待の発生を防止するため、必要な措置
を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経過
措置あり】 

⑤ 会議等における情報通信機器の活用 
  指定介護老人福祉施設は、実施が求められる会議等について、テレ
ビ電話等の情報通信機器を活用して行うことができることとする。 

９ 

富山市介護老人保
健施設の人員、施設
及び設備並びに運
営に関する基準を
定める条例 

① 感染症対策の強化 
  介護老人保健施設は、感染症の発生及びまん延を防止するため、必
要な措置を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日ま
での経過措置あり】 

② 業務継続に向けた取組の強化 
  介護老人保健施設は、感染症や災害が発生した場合においても必要
なサービスを継続して提供することができる体制を構築するため、業
務継続計画を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じな
ければならないこととする。【令和6年3月31日までの経過措置あり】 

③ ハラスメント対策の強化 
  介護老人保健施設は、ハラスメントにより従業者の就業環境が害さ
れることのないよう必要な措置を講じなければならないこととする。 

④ 虐待防止の取組みの強化 
  介護老人保健施設は、虐待の発生を防止するため、必要な措置を講
じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経過措置
あり】 

⑤ 会議等における情報通信機器の活用 
  介護老人保健施設は、実施が求められる会議等について、テレビ電
話等の情報通信機器を活用して行うことができることとする。 

10 

富山市指定介護療
養型医療施設の人
員、設備及び運営に
関する基準を定め
る条例 

① 感染症対策の強化 
  指定介護療養型医療施設は、感染症の発生及びまん延を防止するた
め、必要な措置を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月
31 日までの経過措置あり】 

② 業務継続に向けた取組の強化 
  指定介護療養型医療施設は、感染症や災害が発生した場合において
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も必要なサービスを継続して提供することができる体制を構築する
ため、業務継続計画を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置
を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経過
措置あり】 

③ ハラスメント対策の強化 
  指定介護療養型医療施設は、ハラスメントにより従業者の就業環境
が害されることのないよう必要な措置を講じなければならないこと
とする。 

④ 虐待防止の取組みの強化 
  指定介護療養型医療施設は、虐待の発生を防止するため、必要な措
置を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経
過措置あり】 

⑤ 会議等における情報通信機器の活用 
  指定介護療養型医療施設は、実施が求められる会議等について、テ
レビ電話等の情報通信機器を活用して行うことができることとする。 

11 

富山市介護医療院
の人員、施設及び設
備並びに運営に関
する基準を定める
条例 

① 感染症対策の強化 
  介護医療院は、感染症の発生及びまん延を防止するため、必要な措
置を講じなければならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経
過措置あり】 

② 業務継続に向けた取組の強化 
  介護医療院は、感染症や災害が発生した場合においても必要なサー
ビスを継続して提供することができる体制を構築するため、業務継続
計画を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じなければ
ならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経過措置あり】 

③ ハラスメント対策の強化 
  介護医療院は、ハラスメントにより従業者の就業環境が害されるこ
とのないよう必要な措置を講じなければならないこととする。 

④ 虐待防止の取組みの強化 
  介護医療院は、虐待の発生を防止するため、必要な措置を講じなけ
ればならないこととする。【令和 6 年 3 月 31 日までの経過措置あり】 

⑤ 会議等における情報通信機器の活用 
  介護医療院は、実施が求められる会議等について、テレビ電話等の
情報通信機器を活用して行うことができることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

(2)加算の届出について 

  介護給付費算定に係る体制等に関する届出の提出について 

４月の報酬算定に係る届出の提出期限は、通常、支給限度額管理対象となるサービ

スについては３月１５日、その他のサービスについては４月１日となっておりますが、

すべて４月９日（金）まで（※必着）とします(富山県と同対応)。 

 

 

【富山市ＨＰ】：HOME＞市民の皆さま＞社会保険制度＞介護保険＞介護保険からのお知

らせ＞令和 3年 4月の介護報酬改定等について（事業所向け情報） 
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【参考：通常の届出に係る取扱い】 

サービス種類 
通常の届け出に係る加算等の 

算定の開始時期 

訪問通所サービス/福祉用具貸与/居宅介護支援

/介護予防支援/定期巡回・随時対応サービス/夜

間対応型訪問介護/地域密着型通所介護/認知症

対応型通所介護/小規模多機能型居宅介護/看護

小規模多機能型居宅介護 

①毎月１５日以前に届出 

→翌月から算定 

②毎月１６日以後に届出 

→翌々月から算定 

 

短期入所サービス/特定施設入居者生活介護/認

知症対応型共同生活介護/地域密着型介護老人

福祉施設/介護保険施設 

届出が受理された日の翌月から算

定（月の初日の場合はその月から

算定） 

 

  

(3)第８期介護保険事業計画（施設整備計画）について 

第８期介護保険事業計画に基づき、以下のとおり第８期期間における整備目標数を

定め、公募方式により令和３年度に事業者を選定する予定にしております。 

 

【第８期介護保険事業計画における整備の目標値】 

 
施設区分 

第７期選定分まで

(A) 

第8期整備数（Ｂ） 

令和3～5年度 

令和5年度末

（A+B） 

地

域

密

着

型

サ

｜

ビ

ス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 5事業所 ２事業所 ７事業所 

認知症対応型通所介護 
27事業所 

（264人） 

１事業所 

（12人） 

28事業所 

（276人） 

小規模多機能型居宅介護 
28事業所 

（741人） 

２事業所 

（58人） 

30事業所 

（799人） 

認知症対応型共同生活介護 
48事業所 

（669床） 

２事業所 

（36床） 

50事業所 

（705床） 

地域密着型介護老人福祉施設 
15事業所 

（374床） 
0 

15事業所 

（374床） 

看護小規模多機能型居宅介護 
5事業所 

（137人） 

3事業所 

（87人） 

8事業所 

（224人） 

特定施設入居者生活介護 206床 90床程度 296床程度 

 

 

 (4)総合事業に係る介護予防訪問介護・介護予防通所介護サービスについて 

  総合事業の単価 

  総合事業の単価は、国が定める額を基準に、市町村が定めるものとされております。

国では、総合事業の単価を令和３年４月から改正することとしており、富山市に 

 おいても令和３年４月から介護予防訪問介護サービス・介護予防通所介護サービス・ 

介護予防ケアマネジメントの単価について、国の改正内容を踏まえた改正を行う予定 

にしております。 

  

 

16



(5)業務管理体制の整備に係る届出書の提出先の変更について 

   令和３年４月１日より、指定事業所が富山市内にのみ所在する事業者の提出先が、

富山県から富山市に変更となります。（※詳細は別紙リーフレット参照） 

   また、提出先が富山市となる事業者は、今後、指定更新の際に「業務管理体制の整

備に係る自己点検表」を新たに提出していただくことになります。 

 

 

(6) 各様式の押印の廃止について 
   令和３年４月１日より、各種申請書や届出書等の押印が不要となります。 

   また、今まで記載いただいておりました「原本証明」につきましても、不要となり

ます。 

   なお、社会福祉法人の設立及び運営に係る手続きにつきましても、同様です。 

 

 

 

【担 当】 

(1)～(6)の内容について 介護保険課企画係 

  ＴＥＬ ４４３－２０４１ 

介護保険課サービス係 

ＴＥＬ ４４３－２１９３ 
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指定事業所が同一中核市内にのみ所在する事業者にかかる届出先について、

原則都道府県知事から中核市の長へ変更となります。

なお、この法改正に伴う、届出書の提出は必要ありません。

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」

（令和元年法律第26号）により介護保険法（平成９年法律第123号）の一部が改正されました。

令和３年４月１日から
介護サービス事業者の業務管理体制の整備に係る

届出書の届出先が一部変わります

厚 生 労 働 省老 健 局 総 務 課 介 護 保 険 指 導 室

区　分
届出先

（現行）
届出先

（令和３年４月１日以降）

①　指定事業所が三以上の地方厚生局
　管轄区域に所在する事業者

厚生労働大臣 厚生労働大臣

②　指定事業所が二以上の都道府県に
　所在し、かつ、二以下の地方厚生局
　管轄区域に所在する事業者

主たる事務所の所在地の
都道府県知事

主たる事務所の所在地の
都道府県知事

③　指定事業所が同一指定都市内にの
　み所在する事業者

指定都市の長 指定都市の長

④　 指定事業所が同一中核市内にのみ

　 所在する事業者 （ ※）
都道府県知事 中核市の長

⑤　地域密着型サービス(予防含む)の
　みを行う事業者で、指定事業所が
　同一市町村内にのみ所在する事業者

市町村長 市町村長

⑥　①から⑤以外の事業者 都道府県知事 都道府県知事

（※）指定事業所に介護療養型医療施設を含む場合は除く（届出先は都道府県知事のまま）
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業務管理体制の整備に係る自己点検表 

 

◎業務管理体制の整備に係る自己点検表は、原則として事業者（法人）の法令遵守責任者

がご記入いただきますようお願いします。 
 
法人名  
記入担当者職・氏名・連絡先 （職名）      （氏名） （TEL） 

    
チェック項目 適 不適 非該当 

１ 法令遵守責任者の選任 

事業者（法人）で１人、法令遵守責任者を選任し、届け出ているか。 
①・ 法令遵守責任者の届出  済 ・ 未済  

   所属・職名           氏名            

□ □  

②法令遵守についての方針を定め、職員に周知をしているか。 □ □  

２ 事業者（法人）としての法令遵守の体制の構築 

下記のような体制を執れるように、事業者として措置しているか。 
   

２－１ 人員の確保    
○ 各事業所（施設）に、毎日従業者の人員を確認させ、定期的に報

告を求める等をして、人員を確保しているか。 

□ □  

○ 各事業所（施設）の人員が不足したとき又は不足するおそれのあ

るときは、人員について権限のある部署に報告させ、人員を確保し

ているか。 

□ □  

２－２ 定員の遵守（定員遵守が求められているサービス） 
各事業所（施設）に、毎日利用者数を確認させ、定期的に報告を求

める等をして、届け出られた定員を超えないように管理しているか。 

□ □ □ 

２－３ 設備基準の遵守 

  各事業所の設備基準の遵守について、常に管理しているか。  

□ □ □ 

２－４ 高齢者虐待防止及び身体拘束抑制 

  高齢者虐待防止及び身体拘束抑制について、従業者に周知し、研修

等を行っているか。 

□ □ □ 

２－５ 事故の発生防止 

  事故の発生防止について、従業者に周知し、研修等を行っていると

ともに、事故が発生した場合、発生するおそれがあったときは、情報

を集約し、再発防止策を徹底しているか。 

□ □ □ 

２－６ その他の運営基準の遵守 

  その他の運営基準（利用者への説明、計画の作成、記録の作成等）

について、運営基準を従業者に周知し、研修しているか。 

□ □  

２－７ 適正な介護報酬請求 

各事業所（施設）の毎月の介護報酬請求前に、請求が法令の要件を

満たしていることを、確認させる等をして、適正な介護報酬請求を行

うように措置しているか。 

□ □  

２－８ 他法令遵守 

  労働基準法、労働安全衛生法、健康保険法、建築基準法等の他法令

の法令遵守について従業者に周知しているか。 

□ □  

３ 法令遵守規程【事業所（施設）数 20 以上の法人のみ】 

 法令遵守規程を作成し、各事業所・施設に周知しているか。 
（周知方法：                       ） 

□ □ □ 

４ 業務執行の状況の監査【事業所（施設）数 100 以上の法人のみ】  

業務執行の状況の監査を定期的に実施しているか。 
□ □ □ 
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令和３年３月２９日 

 
 
 介護機関管理者 様 
 
 

富山市福祉保健部生活支援課長 
 

 
 

生活保護法における介護扶助制度について 
 
 

生活保護法による介護サービスの提供及び援助等につきまして、日ごろから格別の

ご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 
さて、本市では、生活保護受給者の高齢化が進み、介護扶助を受給している被保護

者数も増加傾向にあります。 
そこで、生活保護法における介護扶助制度の趣旨、事務取扱等について、改めて、

指定介護機関介護担当規程等と併せて周知いたしますのでご配慮願います。 
 今後とも、生活保護法における介護扶助の適正実施についてご協力を賜りますよう

重ねてお願いいたします。 
 
 
 
 
 
 
 

事務担当：富山市福祉保健部 
生活支援課 
TEL 076-443-2256 
FAX 076-433-5316 
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生活保護法における介護扶助制度について 

 
１ 介護機関の指定申請と変更等の届出について 

介護事業者が生活保護を受けている方に対し介護サービスを提供する場合は、事前に

生活保護法の指定介護機関として、指定を受ける必要があります。 
富山県では、富山市内に所在する介護事業所については、富山市長が、それ以外の市

町村に所在する介護事業所については、富山県知事が指定を行います。 
 
(１) 平成 26 年６月 30 日以前に介護保険法の指定を受けた介護機関（地域密着型介護  

老人福祉施設及び介護老人福祉施設を除く。） 
指定申請が必要です。 
なお、申請書式は富山市生活支援課にありますので、ご連絡ください。 
富山市生活支援課：TEL 076-443-2256 

 
(２) 平成 26 年７月１日以降に介護保険法の指定を受けた介護機関 

生活保護法による指定介護機関の指定を受けたものとみなし、申請は不要です。 
 

また、指定介護機関は、みなし指定の事業所も含め、指定介護機関の名称、所在地や

管理者の変更等がある場合、休廃止をする場合等は、介護保険法とは別途に、生活保護

法に基づく届出が必要ですので、ご注意ください。 

なお、申請書式は富山市生活支援課にありますので、ご連絡ください。 
富山市生活支援課：TEL 076-443-2256 

 
２ 申請書及びケアプランの提出について 

生活保護受給者の介護扶助費を国民健康保険団体連合会（以降、国保連）へ請求する

には、福祉事務所が発行した介護券が必要です。 
福祉事務所では、被保護者の方から提出された、保護申請書の一般事項のほか、要介

護認定結果通知書（写）、被保険者証（写）、ケアプラン（写）をもとに介護扶助の決定

を行います。 
ただし、要保護者が希望する場合や保護の迅速な決定に支障が生ずるおそれがある場

合には、福祉事務所は、介護事業所に直接ケアプランを提出するよう求めることもあり

ます。 
なお、福祉事務所にケアプランを提出する際は、あらかじめ本人の守秘義務解除の同

意を得る等、個人情報の取扱いに十分ご留意ください。 
 
３ 介護報酬等の請求手続きについて 

居宅介護費・介護予防支援費（ケアプラン作成費）は、被保護者が介護保険の被保険

者である場合は、介護保険から全額給付されます。被保護者が被保険者でない場合は、

介護扶助で全額支払われます。 
被保険者でない者の場合は、サービス提供事業者と同様に福祉事務所から「生活保護

法介護券」の交付を受けてから、国保連に請求します。 
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国保連への請求の際は、福祉事務所から交付された介護券の内容を確認し、受給者番

号等必要事項を正しく転記し、介護給付費明細書を作成して請求してください。 
なお、生活保護制度は他の法律や他の施策の優先活用が原則ですので、介護扶助によ

る公費負担の優先順位は、最後になります。 
入院等により、サービス提供がなかった場合は、送付された介護券を当該福祉事務所

に返送してください。 
 
４ 本人支払額 

福祉事務所では、介護扶助を決定する際に、被保護者が負担できる収入があると認定

した場合には、その負担できる額を「本人支払額」として介護券に記入します。 
交付された介護券に本人支払額が記入されている場合は、その額を当該被保護者に請

求してください。介護給付費明細書には、「公費分本人負担額」の欄に自己負担額を記

載し、その額を差し引いた額を「公費請求額」の欄に記載します。 
なお、本人支払額の上限額は、15,000 円です。ただし、施設入所者については、15,000

円に食費を加えた額となりますのでご留意ください。 
 
５ その他 

原則として、生活保護法の指定介護機関のみが生活保護受給者にサービスを提供する

ことができます。 
生活保護を受けている方に対し、初めて介護サービスを提供する場合には、貴機関が

生活保護法による指定を受けているかどうか、富山市生活支援課に確認するようお願い

いたします。なお、事業所の指定状況については、最新の状況と異なっている場合もあ

りますので、その場合は富山市生活支援課に確認するようお願いいたします。 
「急迫した事情その他やむを得ない事情がある場合」には、指定介護機関以外の事業

者（基準該当サービスの提供事業者等）の利用も認められますが、国保連を通じた支払

いができません。（福祉事務所からの直接払いになります。） 
被保護者が指定介護機関の指定を受けていない事業者のサービスを希望した場合は、

事前に福祉事務所の相談してください。 
また、介護認定の変更や利用事業者の増減があった場合、医療機関に入院する場合等、

変更事項が生じた場合は、まず当該福祉事務所にご連絡ください。その他、日々の業務

で生じたご不明点や相談事項についても、まずは当該福祉事務所にご相談くださいます

ようお願いいたします。 
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指定介護機関介護担当規程 

平成１２年３月３１日 

厚生省告示第１９１号 

 

 （指定介護機関の義務） 

第１条 指定介護機関は、生活保護法に定めるところによるほか、この規程の定めるとこ

ろにより、介護を必要とする被保護者（以下「要介護者」という。）の介護を担当しなけ

ればならない。 

 （提供義務） 

第２条 指定介護機関は、保護の実施機関から要介護者の介護の委託を受けたときは、当

該要介護者に対する介護サービスの提供を正当な事由がなく拒んではならない。 

 （介護券） 

第３条 指定介護機関は、要介護者に対し介護サービスを提供するに当たっては、当該

要介護者について発給された介護券が有効であることを確かめなければならない。 

 （援助） 

第４条 指定介護機関は、要介護者に対し自ら適切な介護サービスを提供することが困難

であると認めたときは、速やかに、要介護者が所定の手続をすることができるよう当該

要介護者に対し必要な援助を与えなければならない。 

 （証明書等の交付） 

第５条 指定介護機関は、その介護サービスの提供中の要介護者及び保護の実施機関から

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）による保護につき、必要な証明書又は意見書等の

交付を求められたときは、無償でこれを交付しなければならない。 

 （介護記録） 

第６条 指定介護機関は、要介護者に関する介護記録に、介護保険の例によって介護サー

ビスの提供に関し必要な事項を記載し、これを他の介護記録と区別して整備しなければ

ならない。 

 （帳簿） 

第７条 指定介護機関は、介護サービスの提供及び介護の報酬の請求に関する帳簿及び書

類を完結の日から 5 年間保存しなければならない。 

 （通知） 

第８条 指定介護機関は、要介護者について次のいずれかに該当する事実のあることを知

った場合には、速やかに、意見を付して介護券を発給した保護の実施機関に通知しなけ

ればならない。 

一 要介護者が正当な理由なくして、介護サービスの提供に関する指導に従わないとき。 

二 要介護者が詐欺その他不正な手段により介護サービスの提供を受け、又は受けよう

としたとき。 
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生活保護法第 54 条の 2 第 4 項において準用する同法第 52 条

第 2 項の規定による介護の方針及び介護の報酬 

平成１２年４月１９日 

厚生省告示第２１４号 

 

一 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成 11 年厚生省令第

37 号)第 127 条第 3 項第 3 号に規定する利用者が選定する特別な居室の提供及び同令第

145 条第 3 項第 3 号に規定する利用者が選定する特別な療養室等の提供は、行わない。 

二 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成 18 年厚生労

働省令第34号)第136条第3項第3号に規定する入所者が選定する特別な居室の提供は、

行わない。 

三 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準(平成 11 年厚生省令第 39

号)第 9 条第 3 項第 3 号に規定する入所者が選定する特別な居室の提供は、行わない。 

四 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準(平成 11 年厚生省令

第 40 号)第 11 条第 3 項第 3 号に規定する入所者が選定する特別な療養室の提供は、行

わない。 

五 健康保険法等の一部を改正する法律(平成 18 年法律第 83 号)附則第 130 条の 2 第 1 項

の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人員、設備

及び運営に関する基準(平成 11 年厚生省令第 41 号)第 12 条第 3 項第 3 号に規定する入

院患者が選定する特別な病室の提供は、行わない。 

六 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平成 18 年厚生労働省令第

35 号)第 135 条第 3 項第 3 号に規定する利用者が選定する特別な居室の提供及び同令第

190 条第 3 項第 3 号に規定する利用者が選定する特別な療養室等の提供は、行わない。 

七 介護保険法(平成9年法律第 123号)第 51条の 3第 1項に規定する特定入所者に対して

は、同条第 2 項第 1 号に規定する食費の基準費用額又は同項第 2 号に規定する居住費の

基準費用額を超える費用を要する食事又は居室の提供は、行わない。 

八 介護保険法第51条の3第5項に基づき特定入所者介護サービス費の支給があったもの

とみなされた場合にあっては、同条第 2 項第 1 号に規定する食費の負担限度額又は同項

第 2 号に規定する居住費の負担限度額を超える額の支払を受けてはならない。 

九 介護保険法第 61 条の 3 第 1 項に規定する特定入所者に対しては、同条第 2 項第 1 号に

規定する食費の基準費用額又は同項第2号に規定する滞在費の基準費用額を超える食事

又は居室の提供は、行わない。 

十 介護保険法第61条の3第5項に基づき特定入所者介護予防サービス費の支給があった

ものとみなされた場合にあっては、同条第 2 項第 1 号に規定する食費の負担限度額又は

同項第 2 号に規定する滞在費の負担限度額を超える額の支払を受けてはならない。 
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